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不動産売買契約書
（業務委託型売買契約書）

売主　●●●●（以下甲という）と、買主●●●株式会社（以下乙という）とは、後記物件目録記載の建築基準法第6条に基づき現行規制下において建物等の建築確認の申請ができない土地（以下本件土地という）を、建築適合土地として甲が売却を行うことを可能とするための一切の必要業務を乙が適時に遂行するため、本件土地の管理及び処分の権原者であることを顕名した業務遂行を許諾すること目的として、本件土地の売買契約（以下本契約という）を以下の通り締結する。

第1条（目的）
甲は、本契約前文に掲げる目的により、本件土地を次条に定める売買代金により乙に売渡し、乙はこれを買受ける。

第2条（売買代金）
本件土地の売買代金は、次条に規定する乙の本件土地を建築適合土地とする委託業務の結果、乙を売主とする第3者への転売成約価額（以下転売価額という）と合意し、その支払方法は、以下の通りとする。
一.手付金　金100,000円也とし、本契約締結時に支払う。
二.残金　転売価額より前号の金員を控除した額とし、乙が次条による委託業務の完了により第3者への転売を成約し、売買契約を完了した時に一括して支払う。
第3条（委託業務）
1.乙は、甲が本件土地を建築適合土地として売却可能とするため、本契約後、乙を本件土地の所有者であることを顕名し、以下の各号に掲げる業務（以下委託業務という）を行うことを承諾する。
一.本件土地を建築適合物件とするために必要となる隣接地の確定及び当該隣接地の所有者への土地の買収交渉業務
二.隣接地の所有者の確知のための調査、及び必要に応じた民事訴訟手続きの遂行
三.本件土地の買主の公募、及び売却のための交渉
四.上記に付帯関連する一切の業務

2.乙は本契約後、隣接地所有者に対し適切な方法で交渉を行い、建築適合土地になるよう努力するが、その業務遂行の方法及び第3者への売却の方法について甲は乙に対しなんら異議または意見を申し立てることはできないものとする。
第4条（転売成約時の報酬）
　甲は、乙が前条に規定する委託業務の遂行により、隣接地の買収を成立させ、転売価額にて第3者との売買契約を成約させた場合、転売価額の3分の2相当額を委託業務完了に対する報酬として乙に支払うものとする。
第5条（隣接地の買収代金の負担）
本件土地を建築適合土地とするための隣接地の買収に係る代金、及び測量等の必要経費は、乙が一旦負担し、前条による甲の配当額相当額より控除することで精算する。
第6条（所有権移転の時期）

1.本件土地の所有権は、乙が第2条二号に定める転売価額の残金を支払うと同時に甲から乙に移転する。

2.甲は本件土地の引渡しまでに、乙の所有権の行使を阻害する一切の権利を除去抹消しなければならない。

第7条（登記手続）

甲は乙から第2条一号に定める売買代金の手付金の支払いを受けると同時に、乙又は乙の指定する者に本件土地の所有権移転登記をすることを承諾し、本登記申請に必要な書類を交付する。尚、所有権移転登記に要する登録免許税その他の費用は乙が負担する。

第8条（売買対象面積）

　本件土地の面積は、不動産登記事項証明書記載の面積の合計とする。
第9条（公租公課の負担合意）

本件土地に課される固定資産税及び都市計画税等の公租公課は、本契約後の翌年度課税分より、第6条に拘わらず、乙が負担する。
第10条（契約解除）
甲は、本契約締結後、乙の第3条に規定する委託業務遂行の結果、第3者への転売成約の見込みがないと判断する場合、本契約を解除することができる。但し、その判断時期は本契約締結後、3年経過時とする。
第11条（契約解除に伴う現状回復）
1.乙は、前条により本契約を甲が解除する場合、適時に本件土地の所有権登記名義を甲に変更する手続きを行うものとする。但し、その費用は甲が負担する。
2.甲が前条により本契約を解除する場合、第3条に規定する委託業務遂行の弁償経費として、手付金相当額を充当し、乙に返還するものとする。

第12条（和解合意）
1.本契約に関して当事者に争いが生じたときは、当事者は裁判外の民間紛争解決手続きの利用の促進に関する法律に基づき、民間紛争解決手続により解決を図るものとし、当該解決のため一般社団法人日本民事紛争等和解仲介機構に和解判断を依頼し、当該判断を最終のものとしてこれに従うものとする。
2.民間紛争解決手続に関する一切の事項は、一般社団法人日本民事紛争等和解仲介機構（http://www.jacmo.org/）の定める規則によるものとする。
3．前2項による民間紛争解決手続によっても、なお紛争解決に至らず、裁判手続に移行する場合、（当事者の一方）の住所地を管轄する地方裁判所を第1審の管轄裁判所とする。
第13条（規定外事項）
本契約に定めない事項で当事者間に疑義が生じたときは甲乙共に誠意をもって協議し解決を図るものとする。
条文以上
以上の通り合意したので本契約書2通を作成し、甲乙記名押印のうえ、各自1通宛所持する。

平成　　年　　月　　　日

売主　住　　所

　　　氏　　名　　　　　　　　　　　　　　　　印
買主　住　　所

名　　称　　　　　　　　　　　　　　　　印
立会人　住　　所
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物件目録
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地　目　　
地　積　  　　　
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